
 

不登校児童生徒等の多様な学びの機会の確保について 

 

「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」によ

ると、令和３年度の全国の不登校児童生徒数は 244,940人と平成 27年度か

らの６年間で約２倍に激増し、過去最多となっている。不登校児童生徒一人

一人の背景やニーズは多様化していることから、個に応じた適切な支援や働

きかけが求められている。しかし、令和４年度の国の不登校児童生徒支援に

係る補助事業の予算は、文部科学省所管一般会計予算「文教関係予算」の

１％にも満たないことからも、不登校児童生徒が主体的に社会的自立や学校

復帰に向かう環境づくりのための十分な支援ができているとは言い難い。 

このような課題認識のもと、令和４年４月の第 81回九都県市首脳会議に

おいて、不登校児童生徒等の多様な学習機会の確保及び学びの質の向上のた

め、九都県市が共同で研究することを合意し、「不登校児童生徒等の多様な

学習機会の確保に関する検討会」を設置した。 

これまで検討会においては、各都県市における不登校児童生徒支援の現状

や課題の収集を行ってきた。各都県市は公的支援のみならず、フリースクー

ル等民間機関との連携も含め、創意工夫を生かした取組をすることで、一定

の成果をあげている。 

しかしながら、令和４年６月の「不登校に関する調査研究協力者会議報告

書」で今後重点的に実施すべきものとして挙げられた施策のうち、「校内教

育支援センター（別室登校）」と「教育支援センター」の２事業において

は、 

・十分な数の教職員等が配置されていないため、安定的、継続的に支援を

することができない 

・場所の確保や整備ができず、「校内教育支援センター（別室登校）」、

「教育支援センター」を開設、拡充することができない 

ことが九都県市共通の課題となっており 、国の財政措置が充実することに

より、各自治体での更なる推進が見込まれる。 

以上の課題を解決し、増え続ける不登校児童生徒一人一人のニーズに応え

られる体制を構築していくために、今後、国と地方公共団体が連携して取組

を推進していく必要がある。 

 そこで、不登校児童生徒等の多様な学習機会の確保と学びの質の向上に向

けて、今後より一層支援を充実していくため、次の事項を要望する。 

 



 

１ 校内教育支援センターや教育支援センターにおいて、不登校児童生徒

支援を行う教職員を、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準等に関する法律」及び「公立高等学校の適正配置及び教職員定数

の標準等に関する法律」における教職員定数に位置付けるなど、安定的

な配置に向けて必要な措置を講ずること。 

 

２ 上記１が実現されるまでの当面の措置として、校内教育支援センター

や教育支援センターにおいて、不登校児童生徒一人一人に応じた支援を

行うための人員の確保に向けて、国の予算を増額し、加配定数の拡充や、

国庫補助における財政支援を現在の３分の１からさらに拡充するなど、

必要な措置を講ずること。 

 

３ 校内教育支援センター及び教育支援センターを設置するための場所の

確保や、環境整備にかかる費用について、十分な財政措置を行うこと。 

 

４ 不登校児童生徒等への多様な学びの機会に向けた支援において、各自

治体が創意工夫をしながら柔軟に対応できるよう、自由度の高い交付金

を新たに設けるなど、十分な財政支援を行うこと。 
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